
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあっ
ては主たる躯務

所の所在地）

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

事業者の主たる
業種

、母

年度 設備対象、程等

Ｈ２２ 機器更新 コーラー殻

1１０５００ －５．６ 

非出１２

＊。 １１０５００ －５６ －５５ 

用途区分 原単位の指標 ＝年度（計画） 増減率（計画） 増減率（実紙）

事業所一括
ロ

▲ヨ■戸

供給高億円
１５５４０ －９．４ 

注１該当する□には、レ印を妃入してください。特定１１F粟者以外の11F梁者の力はし印の妃入は不璽です．

２「蕊噸年度」とは計画期1mの1W年度を、「目標年度」とは計爾期lluの最終４１:皮を、「報告41三度」とは計画j1lllluのうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

３「１１F業所等排lⅡ区分」とは京都府内の耶業所等の]ＩＦ菜活動のためのエネルギーの僕)ljに伴い発生する沮室効采ガスを、「輸送jl[爾排IUlX分」とは自動１１[迎送１F業者については仇）１１の本拠の位睡を京都府内とするI1diW
の排出する氾室効采ガスを、鉄道1F業者については保有する貨物巾iiIm又は旅券｣1[爾の排11Ｉする拠箪効果ガスを、「その他排111区分」とは上記以外の京都府内における珈業所轆の１F業活動に伴い発生するｉｎ室効来ガス
をいいます。

４「原111位当たりの温室効果ガス排lun等」の「川途区分」には、００工拶、１F務所などの川途を記入してください。「脈】11位の捕標」には、分子の「二鹸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数Ht、廷ぺ床ifii
積、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球iHm2化対策による温室効果ガスの削減敬等」のうち「森林の保全及び＃鍬i」の「IEI機年度（針imji）」欄には計両期111中の目標の累計を、「報告年度（爽叙）」楓には突敏の巣３１を紀人してください．

６「特紀JIF頭」には、平成２年度（１９９０年度）を醗祁とした排出獄の対比や、省エネ製IIMHl躯など他者の狐蛮効果ガス排出削減への武献、グリーン翻途の採用、特定フロンなどの条例指定外のIIL室効果ガスのIMI波
などを､２入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

京都市南区吉祥院石原上ﾉ11原町１－２

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

京都生活協同組合専務理事畑忠男

事業者の主たる
業種

食品・日用品等を店舗またはカタログを通じて組合員に供給する事業、共済や福祉等にかかわるサービス事業

該当する事業者
要件 厩京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

病
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

厩京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針
供給高１億円あたりのＣＯ２排出量７．４％削減（平成１９年比）をめざします。この目標を省エネ機器設備の導入や再生可能エネルギーの活用、エネル
ギー消費効率の向上、マネジメント活動の推進などにより実現します。

推進体制
環境管理責任者の統括のもと推進委員会を設置し、温暖化防止自主行動計画（平成２ｏ年策定）と結合させて進捗管理を実施していきます。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 全事業所

取得年月日 Ｈ１３（２００１）年

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

Ｈ２２ 

設備、対象、工程等

機器更新

措置内容

店舗・配送センターの照明ＬＥＤ化（各１施設）本部施設へのデマンドコントローラー設置

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(１９）年度
(二駿化灰索換算）

目標年度（計画）

(２３）年度
(二IVh化灰架換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(２３）年度
(二駿化炭架換Ｊ１〔）

増減率
(実績）

１１，７１１．０ｔ 11,050.0ｔ －５．６％ 11,072.2ｔ －５．５％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊1 11,711.0ｔ ＊２ 11,050.0ｔ －５．６船 ＊'1 11,072.2ｔ －５．５％ 

､〔の猛勝の影縛もあり砒鉱・ガスとも仇)Ⅱ１１がjImljlIした。ＢＤＦについて、新艮川]ﾉM1jﾘ適合11[での不｣し合が発生し、拡大ができず燃料においても1M減ができなかった。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

事業所一括
二酸化炭素換算

供給高億円
二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実絞）

1７．１６０ｔ 1５．５４０ｔ -9.4％ 1５．９１４ｔ -7.3％ 

％ ％ 

％ ％ 

一人当たり利用高が低下することにより供給高は微増にとどまり、原単位での目標についても達成できなかった。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取紐1iWmi (二鹸化炭素換陳）

(;l棚iini秋） hａ (吸収 ｔ 

(利川ｉＩ(） rｎＤ (､リ 1i） ｔ 

(爽砒1ｉｔ） kwｈ ('１１リ t） ｔ 

(綴UIi鈴1ｋ） GＪ (､Ｉ (） ｔ 

(H胤人lik） kwｈ (剛 (） ｔ 

(１１腺人Iit） ｔ (､Ｉ減liI(） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）

取釦ｌＨ等 (二酸化炭素換算）

(縦術而穣） hａ (吸収nt） ｔ 

(利)Ⅱ IｎＤ (､Ｉ波lit） ｔ 

(蝿脳1it） kwｈ (､ﾘ波倣） ｔ 

(蝋供給 GＪ (削減 ｔ 

(１１＃入 kwｈ (削波lilt） ｔ 

(１１W人 8.0ｔ (削波 8.0ｔ 

＊５ 8.0ｔ 

差引排出量

(排１１}谷iIﾄｰﾛﾘ城等分il}）

基準年度（実績）

＊Ｉ １１，７１１．０ｔ 

目標年度（計画）

(･2)‐(c3）11,050.0ｔ 

増減率（計画）

－５．６％ 

報告年度（実績）

(”)－(●5） １１，０６４．３ｔ 

増減率（実績）

-5.5％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

ライトダウンキャンペーン(夏至・七夕)への参ｶﾛ。「家族みんなで１日エコライフ」の普及啓発10802人。省エネチャレンジシートでの削減鍵集約（削減世帯54軒、△
874KG）。マイパック持参率94.3％・容器包装の店舗での回収。PETボトルキヤツプの全店での回収実施。
京都モデルフォレスト運動に参ｶﾛし飽岡市旭町三俣地区での森林保全を、職員・組合員によるボランティアで年間５回実施し、森林整備を実施。

特記事項

６月１４日開催の通常総代会において、代表者について前任の山本祐司から後任の畑忠男専務理事に交代を行いました。


